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11月５日の事務交渉で総務課長から説明がされました。支会別討論会において「職員住宅整備計画」を配布し、報告したところですが「アンケート」配布に際し改めて掲載します。

	10年後に必要な職員住宅３５戸

■「職員住宅整備計画」６ページ

現在の職員住宅管理戸数は４６戸です。

入居の状況は、職員が２７戸、一般の方が１７戸、入居不可としているのが２戸です。

そして、今後１０年後（平成３２年）の状況を次のとおり推計します。

①職員住宅を退去する人数…６人

定年退職される６３人の内、職員住宅の入居者は６人です。

②新たに持ち家住宅を建設する見込数…１０棟＝毎年平均１棟の建設と見込みます。

③新規採用する職員の内、職員住宅を必要とする人数…２０人

　　定員管理計画をもとにした１０年後の職員総数は９８人で、毎年平均３人の採用です。１０年間で採用する３０人の内、職員住宅を必要とする人数を３分の２と見込みます。なお、定員管理計画の見直しがあれば、それに応じて見直します。

これにより職員住宅の必要数（推計値）は次のようになります。

現在使用戸数２７戸－①－（② ×０.８）＋③＝３３～３５戸と推計します。
	
	
	10年後も使用する職員住宅１７戸

■「職員住宅整備計画」３ページ

職員住宅４６戸の内、将来の取り壊し、用途変更を２９戸とします。

※内訳は、７ページの整備計画表を参照

■「職員住宅整備計画」４ページ

今後改修し１０年後も使用する住宅を１７戸とします。（豊永、緑町、共和、幸町）

※内訳は、７ページの整備計画表を参照

　

10年後に不足する職員住宅１８戸
■「職員住宅整備計画」４ページ
この結果、１０年後に必要な職員住宅３５戸－今後改修し１０年後も使用する職員住宅１７戸＝１８戸が不足となります。

　この不足する１８戸を特公賃住宅の職員住居枠として１３戸、民間賃貸住宅への入居として５戸の確保とします。なお、「計画」には、「特公賃及び町有住宅」と記載されていますが、町有住宅の建設は困難と判断されました。

特公賃住宅は、過疎計画による資金で平成２３～２６年度で４０戸の新築を予定していますが、既存の特公賃住宅を含め職員枠として１３戸を確保します。民間賃貸住宅への入居はロマンス製菓の寮（３戸）以外は、職員個人が借りている２戸ですから「期待値」ではあります。

◎職員住宅の改修内容は２面に掲載

	

	
	
	



	改修する職員住宅１７戸の改修計画

■「職員住宅整備計画」５ページ

改修する年度と戸数は次のとおりです。

平成２２年度２戸（１１月に退去された住宅を優先的に整備します）以降、２３年度３戸、２４年度３戸、２５年度３戸、２６年度　３戸、２７年度３戸の計画です。

　改修する内容は次のとおりです。

①流し周り　②浴室のユニット化　③温水ボイラー設置　④内装張替え　⑤窓改修（機密性高い窓）　⑥防寒工事　改修費用は１戸当たり３００～３５０万円となります。家賃見直しを検討ですが、労使協議を行います。
	
	
	アンケートの配布対象者

事務交渉では、職員の意見の聞き取りを改めて総務課長に申入れ了解を得ました。

聞き取る対象者は、職員住宅、特公賃住宅、民間賃貸住宅の入居者及び現在、実家にいて今後、職員住宅を希望する可能性のある若い人たちとしました。

改修工事の詳細が設計され次第、速やかに聞き取ることを確認し、その方法は総務課長にお任せしました。その後、「アンケート」方式による聞き取りを行いたいとの説明が総務課長からあり了解しました。アンケート取りまとめ後、再度事務レベルで協議します。





【前号のつづき】自治労も参加するフォーラム平和・人権・環境が、政府のＴＰＰ方針に関する見解を出していますので報告します。






































































































































































政府の環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）方針に関する見解


②　国内農業が打撃を受けた場合、食料自給率は大幅に低下する。現在でも先進国中最低の40％であるものが、14％まで低下するとの試算も出されている。世界的に食料需給のひっ迫が予想され、輸出国では禁輸措置が取られることも頻発している。また、自給率を10年後に50％に引き上げる基本計画にも逆行する。


③　農林業の崩壊は環境や国土保全、景観維持、生物多様性などの多面的機能を著しく損なうことにつながる。また、地域経済への影響も大きく、都市と地方の格差拡大、過疎・過密をさらに促進することにつながる。


④　ＴＰＰは農業・食料以外にも、国内の様々な工業、金融、医療、労働者の移動も含むサービス分野など広範な内容を持っている。こうした産業や労働者への影響はほとんど論議されていない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【次号につづく】























昨日２４日、総務課管財グループから「アンケート」が配布されています


問９の「改修内容、計画年次は妥当だと思いますか」や、問１０の「整備計画についてご意見があればお聞かせください」などに皆さんの率直な意見や要望を記入しましょう。


◆◆◆◆１１月３０日までに総務課カウンターのアンケート回収箱に！◆◆◆◆














「職員住宅整備計画」は、支会別討論会で全組合員に配布していますので、今般のアンケートの配布に際しては添付されていません。














津別町でも二つの団体が助成をいただきました


・2009年度　津別町手をつなぐ育成会　（会長　新鞍忠信さん）


